
輸出力でモノの流れを倍増させる

国際産業ハブ港 
 

伊勢湾伊勢湾 
（名古屋港及び四日市港） 



 伊勢湾の優位性①  

■日本経済を牽引する 産業の集積 ■日本の輸出・貿易依存度 

欧米 中国 アジアと

輸出依存度  約１６．１％ 
貿易依存度  約３１．７％ 

兆

 欧米・中国・アジアと

強いつながり 参考：ドイツ 
輸出依存度 約39.9％ 
貿易依存度 約72.6％ ■コンテナ貿易黒字額 （2008年推計値） 

４．７３兆円

コンテナ貿易でも   
日本経済を牽引 

他の先進国と比較し低水準

※輸出依存度＝輸出額／ＧＤＰ  
    貿易依存度＝貿易額／ＧＤＰ （2008年値) 

１．３６兆円 

他の先進国と比較し低水準 
（日本はＧ７のうち６番目の低さ） 

０．４７兆円 
０．０５兆円 

伊勢湾の輸出力で 
外需を取り込む

推計方法：各港の品目別の取扱コンテナ貨物量×品目別の1トンあたりの価格※

（※Ｈ20全国輸出入コンテナ貨物流動調査より） 

   外需を取り込む 



 伊勢湾の優位性②  

■民間投資（物流センター）に優れた条件 

建設費比較 京浜港 阪神港 伊勢湾 

相対比較 100 96 62 

京浜港の 
約５～６割 

○建設費の前提条件 

 用地面積 約40,000㎡ 

延床面積 約20 000㎡

土地代 
34.4億円 

8.6万円/㎡×4万㎡ 

32億円 
8万円/㎡×4万㎡ 

8億円 
2万円/㎡×4万㎡ 

延床面積 約20,000㎡

○土地代 

 土地総合情報システム 

 (国土交通省） 

○上物事業費

上物事業費 35億円 35億円 35億円 

合計 69 4億円 67億円 43億円 ○上物事業費

 名古屋港ロジスティクスハブ 

 形成事業者事業計画 

○リース料（月額賃貸料） 

全国最新市況を参照

合計 69.4億円 67億円 43億円

月額賃貸料
比較

6,000円/坪 4,500円/坪 3,000円/坪 
CBREの全国最新市況を参照 比較

（相対比較） 
（100） （75） （50） 

資に 財政危機対応力民間投資に 
有利な環境 

公的負担増のリスク回避 
ＰＰＰの実施しやすい環境 

財政危機対応力
 のある伊勢湾 



 伊勢湾の優位性③  

名古屋港の全てのタ ミナルを 元管理

■ＮＵＴＳ(名古屋港統一ターミナルシステム) 
荷主に関わる業務

さらに！ 

名古屋港の全てのターミナルを一元管理    でも高い利用率 

さらに  
ＮＵＴＳ ●ＮＵＴＳ-ＷＥＢ事前審査申込 

ＮＵＴＳ

飛島ふ頭東側 
輸入コンテナ引き取りに係る情報を 
ＷＥＢ上で取り込むシステム  

利用率 約９７％民間による開発費 ＮＵＴＳ

飛島ふ頭南側 
多機能IDタグ 
 

●ＮＵＴＳ-ＷＥＢ検査受付システム 

ターミナル内で実施する各種検査業務

利用率 約９７％ 民間による開発費 
約４０億円 

鍋田ふ頭 

国内初 

タ ミナル内で実施する各種検査業務
の申込みをＷＥＢ上で行うシステム  

利用率 約９７％ 

ＹＣＴＮＣＢ ＴＣＢ ＮＵＣＴ

名古屋港 四日市港 

■民間によるＣＴ経営が実現  

確かな民力で 
ＹＣＴＮＣＢ ＴＣＢ ＮＵＣＴ

共同荷役もすでに実現 
 効率的なＣＴ運営を実現 



  戦略  

輸出力でモノの流れを倍増させる輸出力でモノの流れを倍増させる
          「産業ハブ港」 外貿コンテナ貨物量 

東海市 
飛島村 【2008年】 280万TEU

【2015年】 365万TEU 

【2020年】 510万TEU  

知多市 アジア 

欧州 

北米 

伊勢湾 
北米基幹航路貨物量 

豪州 

【2008年】40万TEU 

【2015年】62万TEU 

【2020年】87万TEU



  集荷策① 
 伊勢湾をハブとした 

内航ネ ト クを活用内航ネットワークを活用

ＲＯＲＯ船 
フェリー

ＲＯＲＯ船

 
  釜山港 

 

敦賀港 ＲＯＲＯ船

ＰＣＣ船 
フェリー 伊勢湾 

敦賀港

那覇港 北米 

コンテナ船 

アジア・欧州 



  集荷策② 

都道府県名 利用率 
愛知県 93％

中部北陸地方の伊勢湾利用率 

北陸ものづくり 
創生プロジェクト 

愛知県 93％

岐阜県 86％ 
三重県 93％ 
静岡県 16％ 
長野県 28％ 
富山県 20％

伊勢湾

富山県 20％

石川県 13％ 
福井県 30％ 

三遠南信ネット 
ワーク支援活動 

伊勢湾
滋賀県 46％ 
全体 68％ 

東海ものづくり創生
プロジェクトなど 



  集荷策③ 
低廉なロジスティクス用地 

単価：名古屋20 000円/㎡～

国内港湾国内港湾  
（（消費地消費地））  

 単価：名古屋20,000円/㎡～

    首都圏86,000円/㎡～ 

    関西圏80,000円/㎡～  

国内港湾国内港湾  
（（消費地消費地））

伊勢湾 内航コンテナ船内航コンテナ船  

（（消費地消費地））
 

外航コンテナ船外航コンテナ船

内航コンテナ船内航コンテナ船  

外航コンテナ船外航コンテナ船

海外港湾海外港湾  
（（生産拠点生産拠点）） 輸入貨物を拡大輸入貨物を拡大

国内配送拠点の立地で 

（（生産拠点生産拠点））
 輸入貨物を拡大輸入貨物を拡大  



  コスト低減策① 

ＩＴ自働化ターミナルの拡大拡大 ＡＧＶ（自働搬送台車） 

遠隔自働ＲＴＧ2008 12

日本初 

遠隔自働ＲＴＧ 2008.12

ＩＴ自働化が 

 実現済み 

世界初 

※TCB第１バースには2012年目途に拡大 

コスト低減 少子高齢化対策 作業環境改善 



  コスト低減策② 

■公設民営 上物■公設民営

民間と公共の 
役割分担を明確化

上物
 

管理棟 
ＲＴＧ 

ガントリー 
クレーン 

AGV 
又は 

ｼｬｰｼ

民 営 

役割分担を明確化

（上下分離方式）

下物 
 岸壁 

土地

舗装 

ｼｬ ｼ

公 設（上下分離方式）
泊地 

土地 公 設

伊勢湾では、すでに民間事業者による上物整備が実現実現 
(ＮＣＢ 、飛島ふ頭南側ＣＴ、鍋田ふ頭ＣＴ第３バース)

既存コンテナタ ミナルへ拡大既存コンテナターミナルへ拡大



  一元的管理経営体制 

戦略のポイント 全体最適化 (ターミナル能力を最大限に発揮)全体最適化 (タ ミナル能力を最大限に発揮)

①埠頭公社の株式会社化

②公共CTの株式会社公社への移管 

①

公設民営の徹底 

グル プ経営のメリ ト

③民間経営体とグループ経営 

グループ経営のメリット
    管理コスト低減 
    施設の最大活用 

④伊勢湾が連携した一元的管理経営主体     集荷機能強化 

(株)埠頭公社 ㈱埠頭公社は４ の経営体の(株)埠頭公社 ㈱埠頭公社は４つの経営体の 
力を引き出すコーディネーター役  

ＮＣＢ(株) ＴＣＢ(株) ＮＵＣＴ(株) ＹＣＴ(株) 



 世界展開を視野に入れた取組 

完全ＩＴ自働化ターミナルは、世界で４ヶ所(★)のみ 

日本初

 最新鋭ＩＴ自働化ターミナルの拡大 
★ ★ 
ハンブルク 

ロッテルダム 

伊勢湾 
日本初

★ブリスベン

伊勢湾のノウハウを 

世界へ拡大

★ブリスベン

世界へ拡大
遠隔自働ＲＴＧ ＡＧＶ（自働搬送台車） 



 将来の貨物創出モデル  

２つのサイクル で 国際産業ハブ港 を目指す 

加工組立型産業

従来サイクル 新サイクル 

加工組立型産業
（自動車・工作機械等） 

広大な開発空間を活用し 
付加価値型産業を集積 

アジアの成長を取り込む
資 材 

製品 
半製品 

付加価値創出型産業

アジアの成長を取り込む 

基礎素材型産業 
エネルギー産業 

物流産業 

付加価値創出型産業
（ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ・次世代産業） 伊勢湾 

原材料 

製品 
半製品 部品 

半製品 

製品 
半製品 

 海外 アジア 



   実現に向けた経済特区構想  

経済特区構想 平成の楽市楽座 
付加価値創出型

・一国二制度の実現（免税・規制緩和） 

・コンテナ物流・産業コンプレックスの形成  

付加価値創出型
国際トランシップ貨物の集約  

新東名・名神高速道路 

名古屋港 

飛島ふ頭東側 
コンテナターミナル 

四日市港 鍋田ふ頭 
コンテナ 

飛島ふ頭南側 
コンテナターミナル 

霞ヶ浦北コンテナ

ターミナル 

ポートアイランド霞ヶ浦北コンテナ
ターミナル 

ポ トアイランド
（約３００ha) 



 手厚い優遇措置のある海外の事例 

■釜山新港自由貿易地域 ■ドバイ・ジュベリアリ港フリーゾーン 

 ・所得税及び法人税を3年間100%免除 

  追加の2年間は50%免除 

 ・100%外資系企業の進出可能 

 ・50年間の法人税、所得税免除 

 ・外区税及び登録税は15年間免除 

 ・間接税（関税、付加価値税など） 

 ・資本、利益の本国送金制限なし 

 ・外国人の雇用制限なし 

 ・土地賃貸料 年間40円/㎡ 

 

 ・外資規制なし 

 


